
信濃川下流域ではあらゆる関係者が協働することで、流域全体で水害を軽減させる取組であ
る「流域治水」が推進されています。

そこで、取組の検討を進めていくため、「信濃川水系（信濃川下流）流域治水協議会」及び
「水害に強い信濃川下流域づくり推進協議会」を下記のとおり開催します。

当会議においては、信濃川下流域の関係機関が出席し、気候変動を考慮した「流域治水」の
取組に関する検討や、各機関が取り組んでいる「流域治水」に関する取組の紹介、共有などを
実施いたします。

信濃川下流域の総力をあげた流域治水をめざして
～信濃川水系（信濃川下流）流域治水協議会・

水害に強い信濃川下流域づくり推進協議会を開催～

＜同時配布先＞
県政記者クラブ、新県政記者クラブ、新潟市政記者クラブ、新市政記者クラブ、三条市政記者クラブ
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令和６年３月１４日

＜お問い合わせ先＞

信濃川水系（信濃川下流）流域治水協議会
水害に強い信濃川下流域づくり推進協議会

事務局

副所長（技術）北沢 茂樹
TEL（025）266-7131（代表）
FAX（025）266-7105（代表）

国土交通省 北陸地方整備局
信濃川下流河川事務所

新潟県 土木部
河川管理課

課長補佐（技術）南波 宏明
TEL（025）280-5849
FAX（025）283-6517（代表）

記

１．開催日時 令和６年３月１９日（火）15:00～16:30

２．開催方式 各構成機関をWeｂ会議で接続して実施。

３．構成機関 別紙のとおり

４．議 事 （案）
１． 規約の改定について
２． 会議の運営方法の変更について
３． 「流域治水プロジェクト２．０」について
４． 「流域治水の自分事化に向けた取組の推進」について
５． 取組状況フォローアップについて
６． 流域治水プロジェクトに基づく対策の事例について（各機関）

５．その他 報道機関の方は、web会議（Microsoft Teams）による傍聴が可能です。
希望される方は別添の申込書をFAX又はメールにて送付願います。
（会議用URLを送付いたします。）

流域治水のイメージ



別紙－１ 

                

水害に強い信濃川下流域づくり推進協議会 会員名簿 

  

 新潟市長（会長） 

長岡市長 

 三条市長 

 加茂市長 

見附市長 

 燕市長 

五泉市長 

弥彦村長 

 田上町長 

 新潟県       防災局長 

 新潟県       農林水産部長 

新潟県       農地部長 

 新潟県       土木部長 

 北陸農政局     農村振興部長 

 下越森林管理署   署  長 

 中越森林管理署   署  長 

 森林整備センター  新潟水源林整備事務所長 

 新潟地方気象台   台  長 

 北陸地方整備局   河川部長 

 北陸地方整備局   信濃川下流河川事務所長 

 

  ＜オブザーバー＞  

 東日本旅客鉄道（株）新潟支社 

 
 

 

 

 



別紙－２ 

                

信濃川水系（信濃川下流）流域治水協議会 会員名簿 

  

 新潟市長 

長岡市長 

 三条市長 

 加茂市長 

見附市長 

 燕市長 

五泉市長 

弥彦村長 

 田上町長 

 新潟県        防災局長 

 新潟県        農林水産部長 

新潟県        農地部長 

 新潟県        土木部長 

 北陸農政局      農村振興部長 

 下越森林管理署    署  長 

 中越森林管理署    署  長 

 森林整備センター   新潟水源林整備事務所長 

 新潟地方気象台    台  長 

 北陸地方整備局    信濃川下流河川事務所長 

  

 ＜オブザーバー＞  

 東日本旅客鉄道（株）新潟支社 

 

 

 

 

 



申込書

※送付票は不要です。
信濃川下流河川事務所 流域治水課 行き

ＦＡＸ番号 025-231-2043
または
メールアドレス shinage@hrr.mlit.go.jp 

信濃川水系（信濃川下流）流域治水協議会・
水害に強い信濃川下流域づくり推進協議会

傍聴事前申込書

取材を希望される報道機関の方は、必要事項を記入いただき、ＦＡＸまたは

メールの送付をお願いします。

なお、本会議はMicrosoft Teamsによるweb会議形式で行います。

※ ＦＡＸ・メール送付期限：３月１８日（月）１２時まで

１ 報道機関名

２ ご氏名

３ 連絡先ＴＥＬ

４ 会議用URL送付先
（メールアドレス）


